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本研究では、日本における日系人労働者の社会参加問題を研究テーマの中心に置い
た。現在、日本では日系人労働者が増えており、彼らは日本の労働力人口の一部分と
考えられている。しかし、日系人は日本で働くことで、社会参加問題が生じる事にな
る。本研究では専修大学、茨城大学、労働政策研究・研修機構などの図書館から資料
を集めた。また、日系人が集中して生活する群馬県を訪問し、日系人へのインタビュ
ーを行った。加えて、専修大学の広田康生先生、嶋根克己先生と意見交換を行って日
系人の日本社会参加問題への理解を深めた。 
本 研 究 の 結 果 と し て 、 下 記 を 確 認 し た 。  
１ .日 系 人 と は 日 本 以 外 の 国 に 移 住 し 当 該 国 の 国 籍 ま た は 永 住 権 を 取 得 し た

日 本 人 、 お よ び そ の 子 孫 を 指 す 。 現 在 、 日 系 人 が 一 番 多 い 国 は ブ ラ ジ ル で
あ る 。 日 本 で は 少 子 高 齢 化 と と も に 労 働 人 口 が 少 な く な り 、 外 国 人 労 働 者
を 積 極 的 に 受 け 入 れ て お り 、 そ の 中 に は 日 系 人 も 含 ま れ る 。 特 に 、 １ ９ ９
０ 年 出 入 国 管 理 法 の 改 正 に よ っ て 日 本 に 行 く 日 系 人 が 増 え た 。 日 本 社 会 が
労 働 者 と し て 日 系 人 を 受 け 入 れ て い る こ と は 明 ら か で あ る 。  

２ .日 系 人 が 増 え る と と も に 社 会 問 題 も 頻 出 し て い る 。 中 で も 社 会 参 加 の 問
題 が 目 立 っ て い る 。 日 系 人 の 特 定 地 域 へ の 居 住 が 進 ん で い る 結 果 、 言 語 や
生 活 習 慣 の 面 で 日 本 人 社 会 と は 分 離 さ れ た 均 質 的 な 空 間 が 存 在 す る 。 例 え
ば 、 群 馬 県 大 泉 町 、 伊 勢 崎 市 や 太 田 市 に は ブ ラ ジ ル 出 身 日 系 人 の た め の ス
ー パ ー マ ー ケ ッ ト や 飲 食 店 が 多 数 あ る ブ ラ ジ リ ア タ ウ ン と 呼 ば れ る 街 が 形
成 さ れ た 。  

３ .日 系 人 の 社 会 参 加 問 題 の 一 つ は 言 語 で あ る 。 日 系 人 の 中 に は 簡 単 な 日 本
語 し か で き な い 者 や 読 み 書 き が で き な い 者 が 多 い 。 就 労 実 態 調 査 に よ る と
会 話 能 力 は あ る が 読 み 書 き 能 力 が 不 十 分 な 人 が 多 い 。 事 業 所 が 外 国 人 労 働
者 に 求 め る 日 本 語 能 力 と 日 系 人 労 働 者 が 有 す る 能 力 に ギ ャ ッ プ が あ る の が
実 態 で あ る 。 こ の よ う に 言 語 能 力 の 不 足 が 就 労 を は じ め 、 社 会 参 加 に 悪 影
響 を 及 ぼ し て い る 。  

４ .日 系 人 は 正 社 員 と し て 働 い て い な い 人 が 多 い 。 従 っ て 収 入 も 安 定 し て い
な い 。 失 業 を 経 験 し た 人 も 多 い 。 条 件 を 満 た す 場 合 は 失 業 手 当 を 受 け ら れ
る が 自 分 以 外 の 家 族 の 収 入 に よ っ て 生 活 し て い る 人 も い る 。 日 本 人 と 比 較
す る と 給 与 格 差 が あ る 。  

５ .日 系 人 児 童 の 教 育 機 会 の 問 題 も 指 摘 さ れ て い る 。 不 就 学 の 原 因 の 一 つ は
経 済 状 況 で あ る 。 両 親 の 仕 事 が 不 安 定 で あ り 、 安 定 し た 収 入 を 得 ら れ な い
こ と か ら 義 務 教 育 費 は 無 料 で も 教 育 関 連 の 費 用 に 悩 む こ と が あ る 。 更 に 、
ブ ラ ジ ル と 日 本 の 教 育 シ ス テ ム の 違 い も 問 題 と な っ て い る 。 国 際 学 校 も あ
る が 学 費 が 高 く 就 学 は 難 し い 。  

６ .日 本 政 府 は 日 系 人 が 抱 え る 問 題 に 対 応 す る た め 、 こ れ ま で も 教 育 、 雇 用
な ど の 面 で 各 種 対 策 を 講 じ て き た 。 政 府 は 少 子 高 齢 化 社 会 で 日 系 人 が 社 会
の 構 成 員 と し て 安 定 し た 仕 事 を 持 ち 、 子 供 へ の 教 育 機 会 を 与 え る た め に 改
善 策 に 取 り 組 ん で い る 。  

 
ベ ト ナ ム で は ベ ト ナ ム に 戻 っ て 生 活 す る 越 僑 （ ベ ト ナ ム 国 外 に 移 住 し た ベ

ト ナ ム 人 ） が 増 え る 傾 向 に あ る 。 ベ ト ナ ム と 日 本 は 経 済 発 展 度 合 い が 違 っ て
お り 、 日 系 人 と 越 僑 の 帰 国 目 的 も 異 な る 。 し か し 、 ベ ト ナ ム と 日 本 に お い て
彼 ら 帰 国 者 を 社 会 の 構 成 員 と し て 受 け 入 れ て 民 間 の 活 力 を 最 大 限 に 発 揮 さ せ
る こ と は 共 通 し て い る 。  
 

ベ ト ナ ム 政 府 は 民 族 団 結 政 策 を 打 ち 出 し て お り 、 帰 国 越 喬 が 経 済 、 政 治 、
文 化 な ど 面 で ベ ト ナ ム 社 会 に 参 加 し て ベ ト ナ ム 全 体 に 良 い 影 響 を 与 え る こ と
を 期 待 し て い る 。  

今 回 の 調 査 結 果 か ら 判 明 し た 日 本 に お け る 日 系 人 労 働 者 の 社 会 参 加 問 題 も
参 考 に し て ベ ト ナ ム で の 帰 国 越 華 僑 の 社 会 参 加 を 推 進 す る 政 策 を 提 言 し て い
く 予 定 で あ る 。  
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